
                           議提議案第８号  

  

介護職員の処遇改善を求める意見書の提出について 

 

介護職員の処遇改善を求める意見書を別紙のとおり提出するものとする。 

 

平成３０年１２月１８日提出 

 

               提出者 秦野市議会議員 横 山 むらさき 

               賛成者    同    大 野 祐 司 

                同     同    古 木 勝 久 

                同     同    川 口   薫 

                同     同    佐 藤 文 昭 

                同     同    横 溝 泰 世 

                同     同    風 間 正 子 

同     同    村 上   茂 

 

   

提案理由 

安全・安心の介護を実現するため、介護職員の処遇改善について実質的な対

策を講じるよう、国に意見書を提出するものであります。 



介護職員の処遇改善を求める意見書 

 

超高齢社会を迎え、介護ニーズが高まる中、サービス提供を担う介護職員を

確保することは重要な課題であるが、低賃金・重労働という処遇の問題から離

職率が高く、人材確保が難しい状況にある。 

平成２１年１０月から処遇改善に向けた取り組みとして、介護職員処遇改善

交付金制度が導入され、平成２４年度の介護報酬改定においては、安定的処遇

改善を図るため、交付金制度が廃止され、介護職員処遇改善加算が創設された。 

しかし、平成２７年度の介護報酬改定では、処遇改善加算は強化されたもの

の、基本報酬が引き下げられたため、事業所の運営に甚大な影響を及ぼすとと

もに、利用者の安全や介護の質にも影響を及ぼしかねない事態となった。 

また、介護保険制度の持続可能性を確保していくためには、財源と人材を効

率的に活用する仕組みづくりとともに、被保険者に過重な負担がかかることの

ないよう配慮することも必要である。 

平成３０年５月に厚生労働省が公表した「第７期介護保険事業計画に基づく

介護人材の必要について」では、平成３７年度には３６．６万人の介護人材が

不足すると推計しているが、人材不足は地方自治体の介護施策にも深刻な影響

を与えることから看過できない問題である。 

したがって、国においては、安全・安心の介護を実現するため、介護職員の

処遇改善について実質的な対策を講じるよう要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成３０年１２月１８日 
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内閣総理大臣 

財 務 大 臣 

厚生労働大臣 

秦野市議会議長 阿 蘇 佳 一    


